





























































































































































































































































































































法的権限要件をめぐっては、二項道路一括指定事件（最判平成14年 1 月17日 :
民集56巻 1 号 1 頁）（65）、登録免許税拒否通知事件（最判平成17年 4 月14日 : 民





事件（最判平成15年 9 月 4 日：判時1841号89頁）（69）、食品衛生法違反通知事














地区画整理事業計画決定事件（最判平成20年 9 月10日：民集62巻 8 号2029























































































































































（ 1）　二項道路一括指定事件（最判平成14年 1 月17日：民集56巻 1 号 1 頁）、労災就学援護
費不支給決定事件（最判平成15年 9 月 4 日：判時1841号89頁）、食品衛生法違反通知事
件（最判平成16年 4 月26日：民集58巻 4 号989頁）、登録免許税拒否通知事件（最判平成
17年 4 月14日：民集59巻 3 号491頁）、病院開設中止勧告事件（最判平成17年 7 月15日：
民集59巻 6 号1661頁）、病院病床数削減勧告事件（最判平成17年10月25日：判時1920号
32頁）、土地区画整理事業計画決定事件（最判平成20年 9 月10日：民集62巻 8 号2029
頁）、保育所廃止条例事件（最判平成21年11月26日：民集63巻 9 号2124頁）、有害物質使









法 3 条 1 項の「公権力の行使」に裏付けられた柔軟な解釈）とともに、当該行政活動を
めぐって求められる、《実効的な権利救済》や《実効的な紛争解決》のあり方をも考慮
して（裁判所法 3 条 1 項の「法律上の争訟」に裏付けられた柔軟な解釈）、当該行政活
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動に係る処分性の有無を判断している、その限りでは、原告適格拡大判例なり、それを
明文化した行訴法 9 条 2 項（平成16年行訴法改正）なりと、パラレルの思考様式を採用
しているものと解している。








































































































































































別行政法のメンテナンスを行いその改訂版――いわば Ver. 2 ――の姿を提示」する場合
と、「よりよい行政訴訟像を判例的に創造しようとする」場合である。
（85）　拙稿「処分性拡大論に関する一考察」洋法56巻 3 号（2013年） 1 頁以下等参照。
（86）　関連して、拙稿「行政行為の遮断効」洋法57巻 3 号（2014年）37頁以下、拙稿「課税
処分の遮断効」洋法58巻 1 号（2014年） 1 頁以下、拙稿「行政執行と遮断効」洋法58巻
3 号（2015年） 1 頁以下、拙稿「申請手続と遮断効」洋法59巻 1 号（2015年） 1 頁以下
等参照。
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 ―たかぎ　ひでゆき・法学部准教授―????????????????????????????????????????????????????????? ???
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処分性の要件に関する一考察〔髙木　英行〕
